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救急救命搬送サービスは，傷病者を速やかに医療機関へ搬送する行政サービスの一つであるが，今後行

政の予算全体が減少することが考えられる一方で需要の増加が予測されており，中長期的に取組むべき大

きな課題を抱えている．また日本の課題の一つとして，都市部への一極集中と地方の衰退が挙げられる． 

本研究は，将来直面する大きな社会変化に対応し，各地域の実情に応じた救急救命搬送サービスを実現

することを目的としたものである．本稿では，将来の救急救命搬送要請件数を予測手法の確立を目的とし，

救急救命搬送要請実績の分析結果について報告する． 
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1. はじめに 

 

傷病者を医療機関に搬送する救急業務は，消防法に定

められている行政サービスの一つであるが，今後大きな

社会変化が生じ，20年30年といった中長期的な計画の立

案と実行が極めて重要になると考えられる．国立社会保

障・人口問題研究所1)によれば，日本では，今後総人口

が減少する中で高齢者の人口は増加し，2042年にピーク

を迎え，その後徐々に減少すると予測されている．さら

に2042年のピーク後も，総人口の内高齢者人口が占める

割合は増加し続けると予測されている．この予測から，

経済や税収を支える生産年齢層が減少し，減少分以上の

経済成長がなければ，救急救命サービスを提供する行政

の予算全体が現在より縮小することが考えられる．一方，

総務省消防庁2)によれば，救急出動件数と搬送人員数は

近年増加しており，今後も増加し，2025年頃をピークに

その後は徐々に減少していくものと予測されている．こ

れらの予測から将来救急救命搬送サービスが直面する課

題として，予算や社会規模縮小の中で増加する需要に対

応し，限られた予算で一定以上のサービス水準を提供す

ることが極めて重要な課題と考えられる． 

総務省消防庁では救急業務のあり方に関する検討会3)

が行われ，東北地方太平洋沖地震の経験も踏まえ，ICT

の活用，大規模災害を考慮した救急搬送体制の強化やメ

ディカルコントロールのあり方，消防防災ヘリとドクタ

ーヘリの連携等の検討が行われているが，中長期的な取

組みや検討は報告されていない．救急搬送に関する既往

研究では，近年ドクターカー4)，5)やドクターヘリ6)，7)に関

する研究報告が行われているが，現状の課題や導入効果

評価に着目したものである．救急救命と道路整備に関す

る研究では，折田ら8)は，救急医療活動の観点から高速

道路整備効果について，一般住民を対象とした調査を行

い，救急医療活動支援のための道路整備への支払い意思

は高く，人口集積の乏しい地域での道路整備の重要性に

ついて報告している．鈴木ら9)は，救急搬送中の揺れの

軽減効果に着目し，道路整備効果と必要性を示す指標を

提案している．救急車の走行に着目した研究では，河口

ら10)は救急車にGPSやWebカメラを搭載し，走行阻害要

因の分析を行い，赤信号に伴う非譲行動不足が最多と報

告している．秋月ら11)は走行動態再現システムにGPSと

Webカメラデータを取込み，分析を行い，交差点のみな

らず，単路部での速度低下を抽出し，その要因は非常行

動不足と報告している．高山ら12)は，救急車の走行時間

信頼性を用いた救急搬送サービス力の定量的評価手法を

提案し，金沢市をモデルケースに三次救急搬送サービス

力の評価を行っている．救急車の配置に関する研究では，

佐伯ら13)は，救急サービスの広域化による効率性の向上

と公平性の確保について，MCLP（Maximal Covering Loca-

tion Problem）モデルを用いて適正配置の求め方を検討し

ている．稲川14)は，シミュレーション実験を行い，適切
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な救急車の配置個所や台数の検討を行っている．二神ら
15)は，実際の救急出動記録から地域別の救急病院搬送時

間マップを作成し，現状の問題点の整理とともに，告示

病院の計画案とそれらの代替え案によるサービス水準の

評価並びに課題について報告している．救急搬送需要に

関する研究では，高梨16)は，救急需要の発生要因を的確

に整理し，的確な施策を講じていくための救急需要発生

要因を解明し，救急需要の発生マクロモデルを提案し，

救急需要の将来予測手法を検討している．安川18)は，確

信犯ではない一般の人々の救急搬送需要における客観的

背景の把握を目的に，アンケート調査から救急搬送を選

択する背景要因や希望する救急対応制度，機会費用とそ

の要因について報告をしている．救急搬送時間に関する

研究では，福田ら17)は全国の政令市・中核市を対象に救

急搬送業務の実態について調査分析し，出動件数や搬送

時間，収容所要時間が増加していること，高齢患者を中

心に搬送人員が増加していること，傷病程度別では軽症

と中等症の患者を中心に増加していること，収容所要時

間の増加は市町村合併による都市面積の増加が一因であ

ると報告している．救急救命搬送全般に関係する研究で

は，藤本ら19)は急性心筋梗塞やくも膜下出血等の6つの

疾患別に，平均年齢や生存率や搬送時間を整理し，道路

整備による搬送時間短縮に伴う生存者の増加数を算出し，

逸失利益と死亡損益による道路整備効果の定量化方法を

提案している．また藤本ら20)は，道路整備評価を目的と

し，過去の救急患者発生数と人口と高齢化率の関係式を

導き出し，この式と将来の高齢化率や人口から将来の救

急患者発生数を予測する方法を提案している．さらに藤

本ら21)はロジット回帰式を用いて救命患者数を推計する

方法を提案している． 

本研究は，将来訪れる人口減と，2026年に30%を超え，

その後も増加すると予測されている高齢社会化を見据え，

救急救命搬送サービスのあり方，同サービスの観点から

見た地方都市のあり方について提言することを目的とし

たものである．本稿では，救急救命搬送データの現状分

析について報告する．具体的には，現状分析の結果，季

節や時間帯によって，患者の年齢層，疾病分類，傷病程

度が異なることを確認した． 

 

2. 現状分析 

 

(1) データ概要 

本研究で用いたデータは，平成19～24年6年間の松山

市消防局の救急救命出動データ127,553件である．このデ

ータには，センターに救急救命要請の電話があった覚知

年月日や時刻のほか，現場位置コード，搬送者情報（年

齢，疾病分類，傷病程度），搬送機関コード等が記録さ

れている． 

近年救急車をタクシー感覚で利用し逮捕されたとの報

道22)があるように，救急車の適正利用が社会問題となっ

ている．表-1は，松山市消防局の救急出動データの概要

であるが，本稿では，救急搬送が行われた実績のうち，

データ欠損がない117,009件を対象に分析を行う． 

なお救急搬送が行われたかった10,347件の出動は，救

急搬送でないため，搬送者の情報が記載されていないが，

記録があった案件では，死亡が確認され，病院に救急搬

送ではなく搬送された場合と，救急搬送の必要性がない

軽症の場合の2つのケースが確認された． 

 

(2) 分析結果 

救急救命搬送要請は，常に一定の割合で発生するもの

ではない．また発生する傷病や程度も，年齢や性別によ

って異なる．既往の研究として，藤本ら20)によって疾病 

 

表-1 出動データの概要 

 件数[件] 割合[%] 

全出動データ 127,553 100.0 

救 

急 

搬 

送 

無し 10,347 8.1 

有り 117,206 91.9 

 
データ 

欠損 

有り 107 0.1 

無し 117,099 91.8 

 

救急救命搬送の現状分析

救急救命搬送要請件数予測モデルの構築

救急救命搬送サービス時間算出モデルの構築

将来の救急救命搬送サービス・地方都市のあり方の提言
• 施設位置・車両配備計画
• 提供サービスレベルの予測
• 必要予算の積算

など

社会の変化

救急救命サービスの費用

 

図-1 研究の全体像 
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分類，高齢化率と人口によって異なることが報告されて

いるが，人口と高齢化率に着目されてはいるが，高齢層

以外の人口，季節や時間帯と言った観点での分析は行わ

れていない．そこで本稿では，季節，時間帯，年齢層，

発生した疾病分類とその傷病程度の各頻度の関係を分析

した． 

 

(a) 月別 

季節変動の可能性を考え，救急救命搬送要請の電話が

あった月に着目し，分析を行った．月別の，年齢層と疾

病分類，傷病程度の集計結果を図2～4に記す．またχ2

検定を行った結果，いずれも1%有意差が得られた．こ

の結果より，月によって，救急救命搬送要請件数だけで

はなく，患者の年齢層，疾病分類，傷病程度に違いがあ

ると言える． 

 

(b) 時間帯 

時間帯による変動の可能性を考え，救急救命搬送要請

の電話があった時刻である覚知時間帯に着目し，分析を

行った．時間別の年齢層と疾病分類，傷病程度の集計結

果を図5～7に記す．またχ2検定を行った結果，いずれ

も1%有意差が得られた．この結果より，時間帯によっ

て，救急救命搬送要請件数だけではなく，患者の年齢層，

疾病分類，傷病程度に違いがあると言える． 

 

 

図-2 月別年齢層の割合 

 

 

図-3 月別疾病分類の割合 

 

図-4 月別傷病程度の割合 

 

 

図-5 時間別年齢層の割合 

 

 

図-6 時間別疾病分類の割合 

 

 

図-7 時間別傷病程度の割合 
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3. おわりに 

 

本稿では，実際の救急出動データを分析し，季節や時

間帯によって，救急救命搬送要請を行った患者の年齢層

や疾病分類，傷病程度が異なることを確認した． 

今後は各地域の年齢層別人口も含め，救急救命搬送要

請の定式化を行い，将来の予測人口を用いた救急救命搬

送の需要予測を行い，救急救命搬送時間との関係をシミ

ュレーションし，救急救命搬送サービスの容量を算出す

るためのシミュレーションを構築する予定である． 
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